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日本政策金融公庫（略称：日本公庫）総合研究所は、地域経済を振興する活動に取り組む中小企業に関する調査を実施しました。主な調査結果と調

査の要領は以下のとおりです。 
 

＜主な調査結果＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜調 査 の要 領 ＞ ・調査時点：2015 年 11 月 

・調査方法：調査票の送付・回収ともに郵送 

 

 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

日本政策金融公庫 総合研究所 小企業研究第一グループ TEL03－3270－1687（担当：村上） 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-9-4 大手町ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｼﾃｨ ﾉｰｽﾀﾜｰ 

ニュースリリース 

１ 中小企業のうち 25.9％が地域経済を振興する活動に取り組んでいる（本文 5 ページ）  
中小企業が、企業として、あるいは経営者個人として地域経済を振興する活動に取り組んでいる割合は 25.9％である。取り組んでいる活動は、

「商店街・中心市街地の活性化」が 46.1％と最も多く、「異業種交流・産官学連携」（27.8％）、「観光振興」（26.2％）、「農商工連携、地域資源の

活用」（21.7％）、「地場産業・伝統産業の振興」（19.4％）が続く。 

２ 振興活動への取り組み割合は地域の有力中小企業において高い（本文 6～8 ページ）  
相対的に規模が大きく、業歴が長く、業況が良好な企業、つまり地域における有力中小企業は、振興活動への取り組み割合が高い。 

３ 振興活動の成果は「明確なビジョン・活動目的の共有」「適格なリーダー」「組織の持つ実行力」に左右される（本文 11～14 ページ）   
   振興活動の成果は立地によって有意な差はみられない。むしろ、取り組み主体の特性のほか、「明確なビジョン・活動目的の共有」「適格

なリーダー」「組織の持つ実行力」の有無が成果を左右する。地域経済を振興する活動には、これら三つを備えた実効性の高い活動体制を

整えることが求められる。 

「明確なビジョン・活動目的の共有」「リーダー」「実行力」が 
地域経済振興活動の実効性を高める 

～「地域経済の振興に取り組む中小企業に関するアンケート調査」結果の概要～ 

・調査対象：日本公庫（国民生活事業、中小企業事業）の取引先企業 13,000 社

・回収数：4,693 社（回収率 36.1％） 

＊本調査の詳細につきましては、こちらをご覧ください。 

https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/sme_findings160329.pdf

